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総合評価 

十分な成果が得られたと評価する。 

 本プロジェクトは、神経多様性（発達障がい特性等）のある人が抱える日常の困りごと

に、対話アプリを通じて実践的な対処法を提供し、必要に応じて地域の医療・教育・福祉

等の支援機関へ円滑に接続する地域連携モデルを構築することを目的とした。併せて、高

校生・専門学校生・就業者など大学生以外への適用可能性を検証し、多地域・多機関展開

と事業化の条件整備を進め、誰もが自己実現できる社会の実現に貢献することを目指した

ものである。 

発達障がい支援チャットボット「ダボット」を核とした多地域・多機関連携により、障

がいを持つ人々の能力発揮支援という社会課題に対して着実な成果を挙げた。大学、自治

体、支援機関の協働による社会実装が進み、明確な目標設定のもとで支援アクセスの向上

や孤立防止、利用者満足度の改善など社会的有効性が十分に示された。特に若手・女性研

究者や地域支援員の主体的参画による多様な視点・当事者目線の意思決定が、現場定着性

と実効性の高い支援モデル構築に大きく寄与している。技術面では非生成 AI と専門家に

よる品質保証の仕組みを構築し、多分野への展開可能性も明確に示されている。さらに、

一般社団法人設立による事業継続性、ダボットの無償版から有償版への移行計画など、持

続可能性や成長性も評価できる。理念である「誰一人取り残さない」社会実装へ向けた取

り組みや報告内容は、SDGs の理念に十分合致しており、社会的インパクトの大きいプロ

ジェクトであったと総合的に高く評価する。 

今後は、データガバナンス・同意設計の厳格運用や、修学継続・就労定着への対応等に

よるアウトカムの長期実証で社会的意義を可視化し、全国展開を円滑に推進していくこと

が望まれる。企業内就労者支援など新たな適用領域の拡張、社会全体へのメッセージの発

信、家族・学校・職場を巻き込む普及戦略により、全国展開の加速と持続可能な実装モデ

ルとしての進化を期待する。 

 

 

 



項目評価  

１．研究開発プロジェクトの目的・目標の達成状況  

プロジェクトの目的・目標は十分に達成されたと評価する。 

発達障がい者支援を目的とした情報提供システム「ダボット：ダックスさんの相談室」の

開発および多地域での社会実装・連携モデルの構築を中心に、当初計画以上の成果を挙げて

いると考える。シナリオ創出フェーズから段階的にダボットの機能拡張を進め、AI チャッ

トボットならではの困りごとの可視化やリスク評価機能、複数対象者へのサービス範囲拡

大、サポーター登録・専門職による体制強化など多面的な取り組みによって、当事者・支援

者双方の課題に応じたきめ細やかな支援を実現した。特に、当初計画の約 2 倍に相当する

12 地域 54 組織へのシステム導入、高リスク利用者の 50％超を対人支援へ接続した点は顕

著な実績である。さらに、事業自立性を見据えた有料契約への移行や社団法人設立、トライ

アル利用者制度など継続的運用・事業化に向けた戦略的な取り組みも高く評価できる。また、

学術的アウトプットとして論文投稿や学会発表を行い、全国研修会での普及活動にも積極

的に取り組むことで、アウトリーチの観点からも大きなインパクトをもたらした。さらに、

プログラムの活動の一環で、学生インターンを受け入れてダボット展開に関する調査や質

問応答システムの信頼性向上が取り組まれた。これらは開発戦略の検討やシステム提案な

どのプロジェクトの成果にも結びつき、学会発表等も行われた点は特筆に値する。ダボット

サービスそのものの成長に加え、利用者の声を反映するサポーター登録システムの運用、高

コミット利用者を開発プロセスに巻き込む仕組みも構築しており、現場ニーズに寄り添っ

たサービス改善に成功している点も優れていると考える。当事者や支援者への実効的な支

援接続への貢献に加え、地域連携モデルの波及・多領域展開の基盤が確立された点も評価で

きる。成果の質的指標・利用者数や学習成績、具体的な支援効果など定量的な実証データの

検証は今後の課題として残されているものの、全体としてプロジェクトが掲げた目的・目標

は高いレベルで十分に達成されており、加えて持続可能性や将来展開性といった副次的価

値も十分に創出されている点で高く評価できる。 

 

 

２．研究開発プロジェクトの今後の計画および展望 

プロジェクトの今後の計画および展望は概ね描けていると評価する。 

事業計画としては、今後、LINE 利用への依存を脱し Web/アプリ UI および API 連携へ

移行し、3 つの属性（高校生・大学生・就労者）のコンテンツを継続的に改善するとともに、

監修済みデータベースを活用した安全な生成 AI 補助の導入も検討する。実施主体は筑波大

学ヒューマンエンパワーメント推進局と一般社団法人サクセサビリティとで整理し、高等

教育機関にはパック制料金、その他機関には定額＋従量制で無償版から有償版へ段階的に

移行し、オペレーター養成やサポーター参画の制度化、発達障害者支援センター等をハブと

した導入パッケージの標準化を行い、さらに企業や高校向けのパッケージの開発も関係機



関と連携しながら進める。そして、2028 年度に 30 地域 90 組織、2030 年に 47 都道府県へ

のシステム展開を目指すものである。 

発達障がい支援チャットボット「ダボット」を基盤とし、多地域・多機関連携による社会

実装を段階的に進めている点は高く評価できる。茨城県南部での地域実証から始まり、教育

拠点事業として 2024 年度に無償・有償版契約開始、2027 年度には協力高等学校との協働

による高校向けコンテンツ最適化、2028 年度以降の株式会社化の検討に至るまで長期的な

事業計画が具体的に示されている。また、大学、自治体、支援機関の協働による社会的有効

性、支援接続率や利用者満足度の向上、孤立防止への効果も実証されつつあり、広域ネット

ワーク構築や心理支援データ共有など副次的効果も評価できると考える。 

一般社団法人サクセサビリティの設立や専門人材の強化、アナログとデジタルの融合な

ど、現状の課題に対応しつつ将来的なあるべき姿を見据えた施策が効果を生み出すことが

期待され、学生用ダボットの継続利用や企業・就労支援機関への展開も視野に入れられてい

る。また、全国規模での運営連携体制や資金確保、人材育成の仕組みも整備され、自立型運

営モデルへの移行方針が示されているも評価できる。 

今後は、一般社団法人の株式会社化や地域ハブのコーディネーター・オペレーター養成に

よる安定雇用と専門人材強化、生成 AI 導入に伴う安全性と即応性を高める融合型システム

への進化にも期待したい。企業や就労支援機関、介護、生活支援サービス等への新規展開や

現場ニーズに即したコンテンツを強化し、社会的インパクト拡大と持続性の担保、支援未接

続層や成人期以降の多様な課題への対応、ダボットの普及と評価（相談満足度・アウトカム

等）を高めることなどを行い、47 都道府県への展開や政策反映・公的リソース化につなげ

ることを希望する。さらに全国ネットワーク構築や人材育成制度を整え、学術・社会両面で

社会課題解決モデルへ発展させることを期待する。 

 

 

３．研究開発プロジェクトの計画・実施体制等の妥当性 

プロジェクトの計画・実施体制等は十分に妥当だったと評価する。 

研究代表者のリーダーシップのもと、大学、企業、自治体、支援団体を巻き込む共創型の

実施体制を構築しており、学術・実務両面の専門性と現場実践性を兼ね備えた点が高く評価

できる。プロジェクトは「研究開発」「事業計画検討」「地域連携モデル構築」「他対象展開

検討」「多地域展開検討」の 5 グループによりグループ協働が円滑に展開され、計画的かつ

柔軟な進行管理がなされた。若手・女性研究者の積極的な参画やライフイベントへの配慮、

学生インターンの実践的活用、組織間協力を通じた人材育成も推進された。適時適切な方針

転換や目標見直しもマネジメント層の合意の下で実施され、開発項目や展開範囲の調整・改

善が行われた。また、研究成果の社会実装を見据えて高等教育以外の機関とのネットワーク

拠点を新たに構築したことも、維持・発展性の観点で高く評価できる。全国研修会への登壇

や RISTEX サイエンスインパクトラボでのネットワーク形成など、多地域展開に向けたス



テークホルダーの巻き込みも行われ、社会実装のための体制基盤整備が十分に実施された

と考える。 

 

4．その他 

なし 


